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　　This paper aims to explore a firm’s mass customization (MC) strategy from the point of view of 

supply chain management. By conducting case studies on two leading PC manufacturing firms, DELL and 

HP, the study examines what supply chains they have developed to implement their mass customization 

strategy. It finds that the supply chains of DELL and HP differ from each other in terms of structure, 3PL 

roles, attitudes to inventory, the decoupling points’ positions and their numbers, and the application of 

postponement. It has also been revealed that the two supply chains are characterized by different strategic 

orientations; DELL puts more emphasis on high flexibility while HP is more concerned with a quick 

response. The conclusions have important implications for the extant research on both SCM and MC. In 

particular, and contrary to Fisher(1997)’s argument, which implies firms providing the same product tend 

to develop similar supply chains, our findings indicate the feasibility for such firms to construct different 

supply chains.

《Abstract》

Mass Customization Strategy and Supply Chain Development:

Cases of DELL and HP

SHI Jin
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１．はじめに

　失業者への公的職業訓練は，雇用保険受給の有

無や障害の有無により，離職者訓練，求職者支援

訓練，障害者訓練等に分かれ，また実施主体が公

的訓練施設（施設内訓練）か民間訓練施設への委

託（委託訓練・求職者支援訓練）かによっても

分かれている（図１参照）。2016 年度の受講者数

は，離職者訓練で約 12 万人，その約 7割が民間

訓練施設に委託（図 2参照）し，求職者支援訓練

では約 3.2 万人全てが民間訓練施設に委託されて

いる。制度の違いがあるにせよ，2 ヶ月～ 6 ヶ月

間程度（1）の短期職業訓練を受講し技能形成をする

ことによって，再就職を目指す仕組みになってお

り，効果指標の 1つとして就職率があげられてい

る。

　公的職業訓練の受講を希望する場合は，管轄の

ハローワークにて職業相談を受け，受講すること

が必要と認められた者が受講できる。また第２節

で詳しくみるように，離職者訓練（委託訓練）の

再就職プロセスにおいて「短期間の職業訓練を受

けて再就職を目指す」者が選別される仕組みと

なっている。このように公的職業訓練を受講する

失業者は，「短期間の職業訓練を受けて再就職を

目指す」という意味で，「同質性が高い者」と考

えられているといえる。

　しかし，制度は異なるが求職者支援制度では，

労働政策研究・研修機構［2015］が指摘したよう

に，①親と同居する正規就労経験の乏しい者，②

失業期間がやや長期にわたる独身男性，③正規就

労経験が長く生計の主な担い手であった中高年の

失業者，④主婦という 4つの類型に分類できる者

が受講している。さらに，求職者支援訓練受講者

が就職するまでの期間や就職率が異なっているこ

とも明らかにされている。

　また，労働政策研究・研修機構［2016］では，

離職者訓練（委託訓練）受講者のプロフィール等

から多様な者が受講していること，また訓練受講

後の就職の可否（2）については約 9割が就職してい

たことを明らかにしたが，同調査は全体像あるい

は訓練分野の違いに着目しているため，同じ訓練

分野を受講した者の差の検討は行っていない。

　なお，小林［2016］は，同じ訓練分野（事務系

訓練）における民間訓練施設との比較において就

職支援方法による違いを明らかにした。他にも良

質な就職支援が就職率に貢献すると指摘されてい

る（奥津［2007］，陸［2014］他）が，就職の可

否については訓練施設側だけの問題ではなく，受

講者側の事情，また両者の相互作用でもあること

から，受講者における職業訓練の位置づけは重要

な要素となる。

　つまり，職業訓練の効果は，訓練施設の取組

み，すなわち訓練分野や訓練施設ごとの就職率等

のアウトカムの差と受講者の属性や意識の違いに

よる就職率等のアウトカムの差の両面から見る必

要がある。

　そこで本稿では，公的職業訓練でも民間教育訓

練施設に委託して実施している離職者訓練（委託

訓練）のうち事務系訓練の受講者を対象に，同じ
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職業訓練を受講する者の年齢，性別，家計の中で

の役割などの属性と学歴，前職の雇用形態や職種

などから考えられる人的資本からみる属性の 2つ

の観点に着目しながら，どのような失業者が同じ

離職者訓練を受講しているのかを明らかにする。

その上で，属性と離職者訓練の位置づけに違いが

あるのかに着目しながら，アウトカムとしての就

職率を一つの指標としてその関係を検討する。

２．離職者訓練受講者の再就職プロセス
および先行研究の検討

　本節では，離職者訓練の申込みから再就職への

プロセスおよび失業者への公的職業訓練に関する

先行研究について概観し，課題を設定する。

（１）離職者訓練の再就職プロセス

　離職者訓練は，失業者であれば誰もが受講でき

る仕組みではなく，図 3のようなプロセスを経て

選ばれた者だけが受講できる仕組みになってい

る。

出所　厚生労働省HP（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/jinzaikaihatsu/hellotraining_ 
top.html　最終閲覧日 2019 年 5 月 25 日）を元に筆者作成

図２　離職者訓練受講者数の推移

出所　厚生労働所 HP（https://www.mhlw.go.jp/content/11800000/000366178.pdf　最終閲覧日 2019 年 5 月 25 日）を元
に筆者作成

図１　公的職業訓練の種類
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　まず，ハローワークにて求職申込みをした後，

職業相談において①訓練を受講することが適職に

つくために必要であると認められ，かつ，②訓練

を受けるために必要な能力等を有するとハロー

ワークが判断した者に受講を促し，都道府県別の

職業能力開発施設等（以下，委託元能開施設）へ

受講申込みを行う。つまり，このハローワークで

の職業相談が実質的な一次選考にもなっており，

職業訓練を受講する必要性がない者は受講申込み

ができないことになっている。

　受講申込み後は，訓練施設等での選考試験とな

るが，その方法は，委託元能開施設により異な

る。本研究の事例民間訓練施設 Z のある自治体

A では，面接試験は必須，筆記試験等は民間訓練

施設側の任意としていることから，事例民間訓練

施設 Z では面接試験のみを行っている。面接試

験は，応募者 1人につき面接官 2人で応対し，10

分程度行う。面接試験における質問内容は自治

体 A から提供されたものを使用し，主に受講動

機，訓練目的・内容理解，訓練意欲，就職意欲等

について質問する。また面接時における身だしな

み，態度，表現力等を観察し，それぞれの配点基

準をもとに，面接官 1人 50 点，合計 100 点とし，

その結果を委託元能開施設に報告する。その報告

を受け委託元能開施設にて最終的な合否判定を行

う。なお，定員以上の応募がある場合は不合格者

も出るが，定員を満たさない場合は全員合格とな

ることが多い（3）。また，自治体 A ではひとり親

家庭の母等及び自立支援プログラム対象者も同じ

コースで行っていることから，該当者には優先枠

（点数に関わらず原則合格）がある。また，託児

施設の利用を希望する者も同じコースで行ってお

り，該当者は別途加点され，選考試験に合格しや

すいような配慮がある。

　このように技能形成の必要度や訓練の目的意

識，訓練意欲，就職意識などの観点から，ハロー

ワークの職業相談及び訓練施設による選考面接を

経て，最終的には委託元能開施設が合否判定を行

う仕組みとなっている。

　続いて入校後から再就職までのプロセスである

が，入校後は，カリキュラムに基づき 2～ 6ヶ月

程度の訓練が行われる。技能形成の講義だけでは

なく，再就職に向けた準備をするための就職支援

講義も行われる。就職支援講義では，ジョブ・

カードや履歴書，職務経歴書等の応募書類の書き

方，面接対策，そしてキャリアコンサルティング

などが行われている。また，訓練期間中の 2ヶ月

目以降に「就職活動日」という日が月 1回平日に

設けられており，受講者はハローワーク等に行

き，職業相談，求人情報閲覧，求人への応募など

を行うようになっており，訓練期間中からの就職

活動が奨励されている。

　なお，訓練終了後は，30 日後と 90 日後に就職

状況を報告することになっている。この間，訓練

施設側は状況を確認するために電話連絡などを行

い，必要であればキャリアコンサルティングなど

出所　厚生労働省 HP（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/jinzaikaihatsu/rishokusha.
html　最終閲覧日 2019 年 5 月 25 日）を元に筆者作成

図３　公的職業訓練の受講までの流れ



社会科学論集　第158・159合併号

18

の就職支援も行う。

　2016 年度の就職率は公的施設（機構）が

88.4％，公的施設（都道府県）82.9％，民間施

設（都道府県委託）74.6％となっており，民間施

設（都道府県委託）の就職率は相対的に低い（図

4参照）。そのため，民間訓練施設には，キャリ

アコンサルタント（4）の配置やインセンティブ制

度（5），ペナルティ制度（6）等にて，就職率を向上さ

せるような仕組みが導入されてきたが，就職率に

ついては 70％台で横ばい傾向である。

（２）先行研究の検討

　このように離職者訓練を受講する失業者は，雇

用保険を受給しながら，「短期間の職業訓練を受

けて再就職を目指す」というプロセスを経ている

ことを鑑みると，再就職意識が高いという同質性

が窺える。しかしながら民間訓練施設においては

相対的に就職率が低い（図 4）ことや，後述する

が黒澤・佛石［2012］は民間訓練施設より公的訓

練施設の方が就職率の面から訓練効果の優位性が

あることを明らかにしている。そこで，本項では

公的職業訓練受講者を対象にした調査・研究等の

知見をまとめ，本稿の課題を提示する。

　失業者への公的職業訓練は戦前の 1923 年から

開始され 1990 年代までは主に公的訓練施設が実

施主体として行われていた。そのため調査・研究

等については公的訓練施設を対象にした職業訓

練の変遷（逆瀬川［2003］，田中［1996］他）や

職業訓練の現状・課題（木村保茂［2002，2010，

2011 他］，禹［2006］永田［2011，2016］他）な

どについて行われ，知見が蓄積されてきた。日本

においても離職者訓練を積極的労働市場政策の一

つとして捉え始め，就職率や再就職後の賃金上昇

などの効果が期待されていることから，数は少な

いが計量分析を用いた実証研究が行われ，職業

訓練を受講したことによる収入への効果が認め

られた（黒澤［2003］）ことや，居住系（ビル設

備，ビル管理）訓練は就業確率を高める（職業能

力開発総合大学校能力開発センター［2012］）こ

となど，一定の効果があることが明らかにされ

ている。他にも労働政策研究・研修機構［2005a，

2005 ｂ］や奥津［2007］の職業訓練受講者の意

識・行動に関する調査などがあるが，これらは公

的訓練施設における離職者訓練を対象にしてい

る。

　しかしながら図２でみるように，2000 年頃よ

出所　厚生労働所 HP（https://www.mhlw.go.jp/content/11800000/000366178.pdf　最終閲覧日 2019 年 5 月 25 日）を元
に筆者作成

図４　離職者訓練就職率の推移
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り民間訓練施設への離職者訓練（委託訓練）が増

えてきたことにより，民間訓練施設を対象にした

調査・研究が徐々に行われ，「官から民」へ移行

されたことに対する懸念等の指摘，また離職者訓

練（委託訓練）の就職率の低さを指摘しているも

のが多い（禹［2006］，木村保茂［2013］，永田

［2016］他）。なお，黒澤・佛石［2012］は公的訓

練施設と民間訓練施設の実施主体者間の調査を行

い，民間訓練施設による訓練と比べて公的訓練施

設で行う訓練の方が，また公的訓練施設では都道

府県に比べて国（機構）の実施する訓練の方が就

職率の面から訓練効果の優位性があることを明ら

かにし，この差異は「訓練カリキュラムや指導方

法，就職率等に係るノウハウの差の存在」である

ことを指摘している。

　就職率や就職可否については，離職者訓練受
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ておらず，訓練内容と就職率の差や，訓練内容と

意識やスキルの向上度合いについての関係につい

ては今後の課題としている。
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率が上昇することを指摘しているが，これは訓練

施設と受講者との相互作用であることから，受講

者が職業訓練をどのように位置づけているかも重

要な要素となる。

　つまり，職業訓練の効果は，訓練分野や訓練施

設ごとの就職率やスキル向上度合い，意識変化等

のアウトカムの差と受講者の属性や訓練の位置づ

けによる就職率やスキル向上度合い，意識変化等

のアウトカムの差の両面から見る必要がある。

　そこで本稿では，一般的な属性だけではなく，

人的資本を含めた属性の２つに着目しながら，ど

のような失業者が同じ離職者訓練（委託訓練）を

受講しているのかを明らかにする。その上で，属

性の違いによって離職者訓練（委託訓練）の位置

づけに違いがあるのかに着目しながら，アウトカ

ムとしての就職率を 1つの指標としてその関係に

ついて検討する。

　

３．離職者訓練（委託訓練）受講者の特
性

（1）調査方法

　自治体 A にて離職者訓練（委託訓練）を受託

している Z 施設において，2016 年 8 月から 2017

年 8 月に開講した 16 コースに入校した 417 人を

対象にアンケート調査を実施した。コースは，主

にパソコンスキル（基礎レベル，応用レベル）を

習得するコースと，日商簿記 3級の学習範囲とパ

ソコン基礎レベルを習得するコース，日商簿記 2

級の学習範囲までを習得するコースである（8）。

　入校後 1週間以内に質問紙を配布，回収し，す

べて有効回答であった。質問項目は，性別，年

齢，配偶者の有無，生計状況，雇用保険受給状況

等の属性情報，学歴や前職の状況や離職理由など

の人的資本に関すること，今後の就業希望などに

ついて質問している。以下に，調査結果を分析す

る。

（2）離職者訓練（委託訓練）を受講する者の属

性

　本項では，年齢や性別，家計における役割から

みた離職者訓練（委託訓練）受講者の属性をまと

める。

　表 1は，年齢階級と性別について，訓練施設お

よび訓練受講者（受講中・受講後）について量的

調査を実施した労働政策研究・研修機構［2016］

の調査データと比較しながら示した。男性 100

人（24.0％），女性 317 人（76.0％），特に女性の

30 代～ 40 代が多いことがわかる。労働政策研

究・研修機構（2016）のデータと比較しても男性

1,399 人（20.7％），女性 5,353 人（79.3％）で受

講者層の性差の比率には大きな差異はなく，離職

者訓練の受講者は女性比率が高いことがわかる。

　表 2は配偶者の有無・生計状況の性別年代別分

布である。男性は 60 代を除き無配偶者の比率が

高く，全体では 70.0％が無配偶者である。男性の

出所　Z 施設受講者は筆者作成。また労働政策研究・研修機構［2016］の表は労働政策研究・研修機構［2016］の調査
データより筆者作成。

表１　Ｚ施設受講者層および先行研究との比較
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有配偶者層が少ないことは，家族を養う必要のあ

る既婚男性は，失業してもすぐに働くため，公的

職業訓練を受講することができない可能性があ

る。一方，女性では 56.5％が無配偶者となってい

る。また，男性においては，30 代以降は主な生

計者が半数を超えているが，女性は全世代におい

て 6割以上が主な生計者と同居している。

　表 3は体調不安者と雇用保険無受給者（B 判定

者）の人数である。体調不安者（9）は障害者手帳を

持っている者，手帳は持っていないが通院や服薬

をしている者で，全体の 6.7％となっている。訓

練期間の途中で体調を崩し，受講を継続するこ

とが困難となり退校する者もいる。本データで

は，28 人中 5人（17.9％）が途中退校している。

また，訓練開始時点で雇用保険無受給者（受給

終了している者および訓練受講途中で終了して

しまう者も含む）は，全体で 16.1％いる。なお，

無受給者の内，求職者支援訓練手当（男性 2人

（2.0％），女性 6人（1.9％）），自治体 A による独

自の訓練手当（女性 3人（0.9％））を受給してい

る者もいる。

　以上のように，訓練を受講する者の属性として

は，性別，年齢，配偶者の有無，生計状況などの

点からみて多様性がある。また，図１の分類から

みると障害者訓練に該当するような障害者手帳を

持っている者（10）や求職者支援訓練に該当するよ

うな雇用保険無受給者（11）も離職者訓練を受講し

ていることがわかる。

　

（3） 離職者訓練受講者の人的資本から見た属性

　本項では，受講者の仕事上のスキル（人的資

本）に関連する属性を中心に検討する。

　表 4は，学歴の性別年代別分布である。男性の

51.5％が大卒であり，60 代では約 9割が大卒であ

る。女性は高卒 33.9％，大卒 30.7％であるが，女

性の 20 ～ 30 代の若い世代に大卒者が多い。

出所　筆者作成

表２　配偶者の有無・生計状況

出所　筆者作成

表３　体調不安者・雇用保険無受給者
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　表 5，6に前職の業種と職種をまとめたが，男

性では製造業や卸売・小売業が多く，職種として

は営業職，技能工・生産工程に係る仕事が多い

が，事務職（17.5％）が一番多い。また，女性で

は卸売・小売業，医療・福祉，製造業が多く，職

種としては販売やサービスの仕事なども多いが，

事務職（49.8％）が一番多い。

　そこで，前職事務職経験者が離職者訓練をどの

ように位置づけているかについて受講コース（基

礎コースまたは応用コース）（12）と受講動機（13）を用

いて t 検定を行った。

　男性前職事務職経験者とそれ以外の男性を比

表４　学歴

表５　前職業種 表６　前職職種

出所　筆者作成

出所　筆者作成

出所　筆者作成
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較したところ，受講コースには有意差は得られ

なかった。また，「今持っている知識・スキルを

より一層向上させたいから（t（98）=1.76，p<.1）」

で有意な傾向があるが，「訓練内容に関わらず受

講したことが就職に有利なるから（t（98）=2.53，

p<.05）」でマイナスの有意差，「ハローワークか

ら勧められた（t（98）=2.96，p<.01）」でマイナス

の有意差があった。つまり男性前職事務職経験者

は，スキル向上は期待しつつも，就職との関連は

薄いようである。

　また，女性前職事務職経験者とそれ以外の女性

を比較したところ，「応用コース（t（315）=3.73，

p<.01）」で有意差があった。また，「今持ってい

る知識・スキルをより一層向上させたいから（t

（315）=4.58，p<.01）」「訓練と一緒に就職に対する

支援も受けられるから（t（315）=4.58，p<.01）」で

有意差があるが，「新しい分野の仕事にチャレン

ジしたいから（t（315）=9.59，p<.01）」でマイナス

の有意差があった。つまり女性前職事務職経験者

は，前職と同じ事務職を希望するうえで，さらな

るスキル向上を図るために応用コースを受講し，

就職支援も期待していることから，離職者訓練を

積極的に捉えていることになる。

　表 7は，前職の雇用形態および離職理由の性別

年代別の分布である。男性はどの世代でも正社員

率は半数を超えているが，平成 29 年度就業構造

基本統計調査の全世代（14）の合計と比較すると 15

ポイント程度低く，特に 30 代では 30 ポイント程

度低くなっている。女性は 20 ～ 30 代で正社員率

が 5割前後となるが，40 代以降になると雇用形

態にバラツキが出てくる。

　また，前職の離職理由としては，男性は 50 代

までは自己都合退職が多いが，20 代，50 代，60

代で期間満了退職の割合が増えてくる。また，40

代では会社都合退職の割合が他の年代と比べ高く

なる。女性は全世代とも自己都合退職が多いが，

30 代以降では期間満了退職の割合が増えてくる。

また，40 代では会社都合退職の割合が他の年代

と比べ高くなっている。なお，自己都合退職者

の理由は，「給料が安い」，「人間関係」，「裁量権

がない」などをあげる者は少なく，「勤務時間」，

「休日」，「残業が多い」など働く時間に関するこ

とをあげる者が多い。なお，前職を離職してから

訓練を受講するまでの離職期間は，3 ヶ月未満が

41.0％，6 ヶ月未満が 41.7％である。一方で 6 ヶ

月以上も 17.3％いるが，とくに男性は 24.2％と高

く，3 ヶ月間の訓練期間とその後の就職活動期間

を経ることで長期失業者になるリスクが懸念され

表７　前職雇用形態・前職離職理由

出所　筆者作成
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る。

　表 8は雇用保険受給日数の性別年代別の分布

である。受給日数は，90 日と 120 日が全体の約

7割と多くなっている。このことは，表 7のよう

に自己都合退職が多いことと関係していると推察

される。男性においては 150 日が 15.2％いるが，

これは 50 代・60 代の長期勤務者や定年退職者で

ある。一方，無受給者も男女とも 8％程度（15）の割

合でいるが，結果的には入校時点や訓練期間中に

残日数不足で延長給付（16）されない者もいるため，

表 3のように雇用保険無受給者（B 判定者）が男

性 17.0％，女性 15.8％いる。

　なお，雇用保険受給日数が短いことから懸念さ

れることがある。無受給者も含め雇用保険受給日

数が 120 日までの者が 77.6％と多い。受給者であ

れば訓練終了まで延長給付されるが，訓練終了と

同時に給付が切れてしまう（17）。特に，主な生計

者層だけでみると，受給日数 120 日までの者は

83.3％とさらに多く，訓練期間中に内定を得るこ

とができなければ，訓練終了後の就職活動におい

ての所得補償がなくなってしまい，貧困リスクが

高まる可能性がある。

　表 9は，転職回数の性別年代別の分布である。

男性では，転職回数の割合が一番高いのは 1回目

で 35.1％いるが，60 代を除き年代が上がるに従っ

て転職回数が増える傾向にある。一方女性では 6

回以上の割合が一番高く 20.1％である。女性の働

き方にも影響していると推察されるが，女性にお

いても年代が上がるに従い転職回数が増える。特

に男女共に 30 代～ 50 代では転職回数が 3回以上

の割合が 50％を超えている。バブル崩壊やリー

マンショックなどの影響を受け，それに伴う非正

規労働者の拡大など社会問題化されている世代で

ある。時代的な背景はあるが，転職回数が多いと

いうことはキャリア形成がなされておらず，今後

も転職回数が増えることが推察される。

　以上のことから人的資本としては，男性は大卒

者の正規雇用者が多く，女性は若い世代では大卒

者の正規雇用者が多く，40 代以降では高卒者の

非正規雇用者が多い。また年齢が上がるに伴い

転職回数が増え，業種や職種も異なっている（18）。

一般的には高学歴者の正規雇用者であれば OJT

や Off-JT 等を受けていることからある程度の技

能形成やキャリア形成ができている者と考えられ

るが，本稿においては，業種や職種も多様であ

り，転職回数も多く，パソコン等の基本的なスキ

ルを習得する機会が乏しかったと推察される。な

お，低学歴層の非正規雇用者も同じように技能形

成やキャリア形成の機会が乏しかったと推察され

ることから，この情報系・事務系の離職者訓練は

基本的なスキルを習得することができるという点

では意義がある。

表８　雇用保険受給日数

出所　筆者作成
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　ただ，本稿において低学歴層が少ない傾向なの

は，そもそもハローワークなどを利用する機会が

少なく，職業訓練の情報にアクセスできないとい

う可能性もある。この点については別の課題とし

て議論する必要があろう。

　

（4）離職者訓練受講者の今後の就職希望

　上記のように離職者訓練（委託訓練）を受講し

ている者には多様性（異質性）があることが明ら

かになったが，その受講者は訓練終了後の就職に

ついてどのように考えているのであろうか。

　表 10 は，希望雇用形態とキャリアチェンジ

（職種変更）希望の性別年代別の分布である。正

規雇用を希望している者は，男性で 86.6％，女性

で 75.6％，全体で 78.3％となる。男性では正規雇

用を希望している割合は高いが，40 ～ 50 代にお

いて非正規雇用を希望している者もいる。一方，

女性の 40 ～ 50 代において正規雇用を希望する割

合が高いのは特徴的である。

　また，キャリアチェンジの希望については，男

表９　転職回数

出所　筆者作成

表 10　希望雇用形態・キャリアチェンジの有無

出所　筆者作成
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性の方が女性より希望している割合が高い。男性

の 53％が事務職を希望しているが，表 6のよう

に前職事務職者は 17.5％であることから，男性の

キャリアチェンジを希望している者は，その多く

が事務職を希望していることになる。

　表 11 は，収入アップ希望者および希望賃金に

ついての性別年代別の分布である。収入アップ

希望者の割合は 50％程度であるが，男性の 30 ～

40 代では 60％超えている。金額ベースでみると

25 万円未満（扶養の範囲内含む）の割合が全体

で 80.9％と高いが，25 万円以上は 19.1％である。

ここで注目されることとしては希望賃金がそれほ

ど高くないということである。これは，前職の年

収が 300 万円（月収 25 万円）以下の者が約 3/4

程度いるためであると考えられる。女性において

は扶養の範囲内を希望する割合も 40 代以降から

徐々に増えていくことは有配偶者層であれば一般

的であるが，30 代以降のこれらの層以外の者に

おいては希望賃金が低いことは，貧困リスクが高

まる可能性が示唆される。

　表 12 は，就職時期（19）の性別年代別の分布であ

る。約 75％の者が就職時期を訓練終了後 1 ヶ月

以内としている。一方で遅緩就職の者（それほど

再就職を急いでいない者）も一定数いる。この

表 12 のデータおよび表 8のデータからは，小原

［2004］が指摘する「駆け込み就職」が起こるこ

とが予想されるが，後項の表 13 のように訓練終

了後 30 日後の就職状況はそれほど高くないこと

から，訓練開始時の希望と実際の就職状況におい

ては乖離が発生している。

　

（5） 離職者訓練受講者の類型化

　以上のように Z 施設における離職者訓練受講

者を属性や人的資本から詳細に分析した結果，多

様性（異質性）が認められた。そこで，本項では

主成分分析を行い，受講者の類型化を試みる。

　図 5は主成分分析を行った結果をもとに，2次

元上にプロットし，今回の対象者となった者を４

つの類型に分類した。

　第 1象限（右上）には，「50 代」「60 代」「配

偶者有」「非正規雇用（希望）」「前職と同じよう

な仕事」「収入を気にしない」などから，①「配

偶者がいる 50 代以降の非正規雇用を希望する者」

とすることができる。

　第 2象限（左上）には，「男性」「主な生計者」

「前職正規雇用者」「自己都合退職」「遅緩就職希

望」などから，②「主な生計者で再就職をそれほ

ど急いでいない男性」とすることができる。

　第 3象限（左下）には，「20 代～ 30 代」」「正

規雇用（希望）」「配偶者無」「キャリアチェンジ」

表 11　収入アップ希望・希望賃金

出所　筆者作成
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「収入アップ」などから，③「正規雇用にてキャ

リアチェンジと収入アップを希望する若年者」と

することができる。

　第 4象限（右下）は，「女性」「40 代」「生計者

と同居」「早期就職希望」「前職非正規雇用」など

から，④「主な生計者と同居している早期就職を

希望している中年女性」とすることができる。

　以上のことから，①の層と③の層は一般的に認

識できる。一方，②の層は主な生計者であればで

きる限り早く再就職を希望しているのではないか

と認識され，④の層は主な生計者と同居している

中年女性であればそれほど再就職を急がなくても

良いのではないかと認識されるが，本稿では通説

と異なる結果となった。

　続いてこの 4つに類型化された層の者が離職者

訓練をどのように位置づけているかについて受講

コース（基礎コースまたは応用コース）（20）と受講

動機（21）を用いて t 検定を行った。

　①の層（配偶者がいる 50 代以降の非正規雇用

を希望する者）とそれ以外の 50 代以降の者を比

較したところ，「基礎コース（t(66)=3.76，p<.01）」

で有意差があり，また「今持っている知識・ス

キルをより一層向上させたいから（t(66)=2.27，

p<.05）」でマイナスの有意差があった。つまり①

の層は，非正規雇用を希望していることから，今

持っている知識やスキルをより一層向上させる必

要性がそれほどないことから，あえて基礎コース

を受講していることになり，離職者訓練を積極的

に捉えていない。

　②の層（主な生計者で再就職をそれほど急いで

いない男性）とそれ以外の男性において比較し

たところ，「今持っている知識・スキルをより一

層向上させたいから（t（98）=1.99，p<.1）」で有意

な傾向があり，「訓練内容に関連した講座を受講

すれば就職に有利なるから（t（98）=2.63，p<.05）」

でマイナスの有意差があった。つまり②の層は，

再就職をそれほど急いでいないこともあり，知

識・スキル向上を望む一方，離職者訓練の受講を

再就職に生かそうとはしておらず，①の層と同様

に積極的に捉えていない。

　③の層（正規雇用にてキャリアチェンジと収入

アップを希望する若年者）とそれ以外の若年者

を比較したところ，「基礎コース（t（228）=1.79，

p<.1）」で有意な傾向があり，「新しい分野への

チャレンジ（t（228）=2.57，p<.05）」で有意差が

あった。つまり，③の層は，キャリアチェンジを

希望していることもあり，新たなスキルを習得す

るために基礎コースを希望していることから，離

職者訓練を積極的に捉えている。

　④の層（主な生計者と同居している早期就職を

表 12　就職時期

出所　筆者作成



社会科学論集　第158・159合併号

28

希望している中年女性）とそれ以外の女性と比較

したところ，「訓練内容に関連した講座を受講す

れば就職に有利なるから（t（315）=3.14，p<.01）」

で有意差があり，「新しい分野へのチャレンジ（t

（315）=5.56，p<.01）」，「給付が早く受けられる（t

（315）=2.87，p<.01）」でマイナスの有意差があっ

た。つまり，新しい分野へのチャレンジや雇用保

険を早く受給するために受講するのではなく，訓

練内容に関連した講座を受講すれば就職に有利に

なるということを期待していることから，離職者

訓練を積極的に捉えている。

　このように，離職者訓練は技能形成し早期再就

職を目指すという「同質性が高い」者が受講して

いると考えられていたが，この中には実は多様な

者（異質性）が存在していた。また失業者のうち

で主たる生計の担い手など経済的な切迫感やジェ

ンダー規範との関係から早期再就職を目指すと考

える一般的な認識とは異なっていることが明らか

になった。

（6）離職者訓練受講者の就職率

　就職状況については訓練終了後 30 日後と 90 日

後の状況について調査を行っている。最終的に公

表される就職率（図 4）は訓練終了後 90 日後の

就職状況についてのものであるが，訓練終了と同

じタイミングで給付が切れてしまう者が多いこと

から，小原［2004］が指摘している「駆け込み

就職」の視点で訓練終了後 30 日後の就職状況の

データを用いて本項では分析をする。

　表 13 のように，就職率は男性 29.5％，女性

49.7％，全体 44.8％である。多くの者が訓練終了

後においては雇用保険受給が終了していると思わ

れるが，就職している者は 5割を切っている。特

に男性が低く，20 代，50 代，60 代において顕著

であり，全体の就職率を下げる要因になってい

る。なお，男性の主な生計者の就職率は 30 代，

図５　Ｚ施設における離職者訓練受講者の類型化

（ダミー変数を用いた主成分分析結果に基づくプロット図）（出所）筆者作成
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40 代では高い傾向になっている。詳細にデータ

を分析すると，主な生計者のうち無配偶者の比率

が高い。つまり，大槻［2015］が指摘している

「おりずにがんばる」層とは逆である。一方，女

性の主な生計者の就職率は 30 代，40 代，50 代で

は低い傾向であるが，主な生計者と同居している

30 代，40 代の就職率は高い傾向である。

　男性高学歴者の就職率は，20 代，50 代，60 代

以降は低い傾向である。一方，女性高学歴者は比

較的高い傾向である。

　キャリアチェンジを希望している男性の就職率

は，どの年代においても低い傾向である。前述の

表 13　訓練終了 30 日後の就職状況

出所　筆者作成
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ように事務系へのキャリアチェンジのため，ミス

マッチが起こっている可能性がある。一方，女性

においては 20 代～ 40 代までは比較的高い傾向で

ある。

　また，入校時点において訓練終了後 1 ヶ月以

内に就職を希望していた早期就職希望者（男性

70.0％，女性 76.6％）の就職率は，男性 31.3％，

女性 51.7％にとどまり，あまり良い結果ではな

かった。訓練終了後 1ヶ月以後の時期に就職を希

望している遅緩就職希望の就職率は悪い。

　なお，図 5で類型化した 4つの層の就職率

は，①層 37.0％，②層 22.2％，③層 41.7％，④層

50.0％であった。②層と④層では大きな開きがあ

る。

　表 14 は，体調不安者と雇用保険無受給者の終

了後 30 日後の就職状況であるが，体調不安者の

就職率は，男性 30.0％，女性 5.6％となっており，

未就職の理由としては「体調がすぐれない」と回

答している者が多い。また，雇用保険無受給者の

就職率は，男性 11.7％，女性 46.0％であり，女性

は比較的高い傾向である。未就職の理由として

は，応募したい会社が無い，保育園や学童保育が

決まらない等の理由を挙げている者が多い。な

お，ひとり親家庭の母等及び自立支援プログラム

対象者の就職率は 40.0％（N=15 人）であり，託

児施設利用者の就職率は 25.0％（N=4 人）であっ

た。

４．まとめ

　本稿では，同じ離職者訓練（委託訓練）を受講

する失業者の年齢，性別，家計の中での役割など

の属性と学歴や前職の雇用形態，職種などから考

えられる人的資本からみる属性の 2つの観点に着

目し，また訓練終了 30 日後の就職率も踏まえ，

実際にはどのような失業者が同じ離職者訓練を受

講しているのかを明らかにし，その上で，離職者

訓練の位置づけにどのような違いがあるのかを検

討することが目的であった。理論的には，人的資

本の高い者ほど再就職がより容易で，さらに再就

職に有利になるよう職業訓練にてより高度のスキ

ル向上を図るものと考えられる。一方，家計の中

での役割に関しては，稼ぎ主の者ほど再就職を急

ぎ，職業訓練を早期に再就職するための手段とし

て位置づけていると想定されてきた。家計の中で

稼ぎ主が他にいる者については，職業訓練をスキ

ル向上・資格取得のための学習の場と捉える傾向

にあり，就職はそれほど急いでいるとは考えられ

てこなかった。しかし，本稿の考察結果からは，

「人的資本―職業訓練の位置づけ―就職率」，「家

計の中での役割―職業訓練の位置づけ―就職率」

の関係性は理論的想定とは異なっていた。

　以下に明らかになったことをまとめ，本稿の結

論を提示する。

　第 1に，同じ職業訓練を受ける者の人的資本と

就職率に関して，理論的な想定とは異なる結果と

なった。男性において人的資本が高いと思われる

高学歴者の就職率が 29.8％と低い結果が得られ

た。また，受講者の類型化から②層（主な生計者

で再就職をそれほど急いでいない男性）が抽出さ

れ，この層の就職率も 22.2％と低かった。②層を

対象に「訓練の位置づけ」について分析したとこ

ろ，「スキル向上」に有意な傾向は認められたが，

「訓練内容が就職に有利になる」ことについては

表 14　体調不安者・雇用保険無受給者の就職状況

出所　筆者作成
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マイナスの有意差があった。つまり，スキル向上

を図る意欲はあるが，スキル向上と再就職がリン

クされておらず就職率が低いのではないかと推察

される。つまり，再就職を目指すうえでの職業訓

練の位置づけが不明確であることが示唆される。

　第 2に，同じ職業訓練を受ける者の家計の中で

の役割からも，理論的な想定とは異なる結果が明

らかになった。男性は稼ぎ主の方が就職率は高い

が，それでも 36.7％である。一方，女性は稼ぎ

主の方が就職率 43.5％，稼ぎ主と同居している

者が 52.5％で，9ポイントの差がある。訓練終了

後 90 日後まで見ると稼ぎ主の方が 63.6％，稼ぎ

主と同居している者が 75.4％となり，11.8 ポイン

トの差となり，30 日後の就職率から差が広がっ

た。この数値を見る限りでは，家計の中で稼ぎ主

の役割をしている者が再就職をそれほど急いでい

るとは言えない。また，受講者の類型化からも②

層（主な生計者で再就職をそれほど急いでいない

男性）と④層（主な生計者と同居している早期就

職希望の中年女性）が特徴的な結果となった。②

層については上述のとおりであるが，④層は一般

的には就職をそれほど急いでいないと思われる層

であり，強いて言えば，木村三千世［2008］が指

摘する「再就職を希望していない人の受講が絶え

ない（22）」に該当する層かもしれない。しかしな

がらこの層の職業訓練の位置づけとしては「給付

が早く受けられる」にはマイナスの有意差があ

り，「訓練内容が就職に有利になる」に有意差が

あり，就職率も 50.0％と 4類型の中では一番高く

なっている。つまり，再就職を目指すうえで職業

訓練の位置づけが明確であり，離職者訓練制度に

おいては適切に制度を利用している層である。

　本稿では，同じ離職者訓練（委託訓練）を受講

する者の中での属性，訓練の位置づけ，就職率の

差に着目して分析を行った。ここから示唆される

のは，訓練施設がこのような属性や訓練の位置づ

けの差を前提に訓練を遂行する必要があるという

ことである。つまり，一方的な就職支援ではなく

相互作用が働くような就職支援を行う必要があ

る。

　ただし，本稿ではアウトカムとして就職率のみ

を利用している。就職率も正社員なのか非正社員

なのかなどの違いを検討する必要があるし，アウ

トカムとしてスキル向上度合い，本人の意識の変

化なども合わせて検討していく必要があるため，

それは今後の課題としたい。

《注》

（ 1）離職者訓練での訓練期間は 3 ヶ月が標準で 1年

以下としており，パソコンや簿記などの事務系の

コースは 3 ヶ月が多く，介護系のコースでは法定

研修などの規定から 2 ヶ月や 6 ヶ月のコース設定

なっている。また求職者支援訓練では基礎コース

が 2 ～ 4 ヶ月，実践コースが 3 ～ 6 ヶ月の設定と

なっている。

（ 2）労働政策研究・研修機構［2016］での就職可否

は，ある一定時点での調査のため，訓練終了後 30

日後などのように期間を区切っての就職状況を把

握しているわけではない。また，就職状況につい

ては，調査時点において「受講後に就職し，同じ

勤務先で勤続している（63.3％）」「受講後に就職し

たがその就職先を退職して，現在は別の勤務先で

働いている（17.6％）」「受講後に就職したがその

就職先を退職して，現在は働いていない（7.4％）」

「受講後に就職していない（11.8％）」である。

（ 3）協調性がなく他の者に迷惑をかけそうだと判断

した場合などは，自治体 A との協議の上，定員に

達していなくても不合格にすることもできるとい

う。

（ 4）国家資格化されたキャリアコンサルタントが配

置されていると入札の審査において加点となる場

合もある。

（ 5）委託金額を，委託金と就職報奨金に 2分した

（委託金上限一人当たり 5万円 / 月，就職報奨金

上限一人当たり 2万円 / 月）。就職報奨金は，訓練

終了後 90 日以内に就職（内定含む）した者でかつ

4 ヶ月以上の雇用契約をした者の就職率が 60％以

上の場合は一人当たり 1万円 / 月，80％以上の場

合は一人当たり 2万円 / 月がインセンティブとし

て支給される。このインセンティブ制度は，下表

のように有効求人倍率が高い人手不足分野の訓練

（介護職など）と，有効求人倍率が低い職種（事

務系職種）の訓練を問わず上述のように一律であ

る。なお，図 4のように公表されている就職率は

4ヶ月未満の雇用契約者も含んだ数字である。
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（ 6）就職率が 2回続けて基準以下（雇用期間 4 ヶ月

以上の就職率 35％未満）になった場合，入札には

参加できない。

（ 7）黒澤・佛石［2012］が指摘した「訓練カリキュ

ラムや指導方法，就職率等に係るノウハウの差の

存在」が公的訓練施設と民間訓練施設の差だけで

はなく，民間訓練施設間でも差があることを実証

している。

（ 8）これらのコースは厚生労働省が公表している指

標においては情報系，事務系訓練となり，2016 年

度においては受講者の 67.7％が受講する分野であ

る。Z 施設においては，パソコンスキルと簿記会

計に関する情報系・事務系訓練のみを実施してい

る。なお，後節の分析において，基礎コース（パ

ソコン基礎レベルコース，パソコン基礎・簿記 3

級レベルコース）と応用コース（パソコン応用レ

ベルコース，簿記 2級レベルコース）に分類して

いる。

（ 9）体調不安者は，入校後に Z 施設担当者に自己開

示した者である。主に障害者手帳を持っている者，

障害者手帳は持っていないがメンタルヘルス不調

で通院や服薬をしている（していた）者，体調不

良で離職した者である。症状としては，うつ病

（抑うつ状態），統合失調症，パニック障害，発達

障害などである。

（10）ハローワークにおいて障害者手帳の所持状況を

含め体調不安者が応募していることを把握してい

るケースもあるようだが，その事実については民

間訓練施設へは伝達されることはほとんどないよ

うである。

（11）制度上，雇用保険を受給できない者は求職者支

援訓練となっているが，実態としては本人の希望

により離職者訓練も受講できるようである。入校

願書に雇用保険受給状況についての記載欄もある

ため，民間訓練施設も事前に把握している。なお，

労働政策研究・研修機構［2016］での調査（離職

者訓練対象）では雇用保険未加入者は 6.3％であっ

た。また，労働政策研究・研修機構［2015］での

調査（求職者支援訓練対象）では雇用保険受給者

（待機中，給付制限中を含む）が 20.6％含まれて

いることが明らかになっている。いずれにしても

民間訓練施設での選考面接においてはハローワー

クでの職業相談を経て受講申込みを行っているこ

とから，それらの状況に影響されることなく原則

公平公正に選考しているようである。

（12）注 8参照。

（13）受講動機として，「今持っている知識・スキル

をより一層向上させたいから」，「新しい分野の仕

事にチャレンジしたいから」，「訓練内容に関連し

た講座を受講すれば就職に有利なるから」，「訓練

内容に関わらず受講したことが就職に有利なるか

ら」，「訓練と一緒に就職に対する支援も受けられ

るから」，「資格が取れるから」等から複数選択で

回答してもらった。

（14）平成 29 年度就業構造基本統計調査では，男性の

正社員率は全世代で 77.7％であり，20 代 73.3％，

30 代 88.4 ％，40 代 90.7 ％，50 代 89.4 ％，60 代

39.6％となっている。

（15）表 3の「雇用保険受給無（B 判定者）」は，訓練

期間中の最終日まで給付日数がある者，または最

終日まで延長給付（注 16 参照）される者としてハ

ローワークが判定した者（A 判定）以外の者であ

る。一方，表 8の「受給無」は，訓練入校までの

離職期間において受給できない者であり，受給終

了者は含まれない。

（16）離職者訓練受講中に受給日数が終了しても訓練

の最終日までは受給日数が延長するという制度。

（17）訓練終了後に個別延長給付者として認定される

と 60 日間の延長給付が得られる者もいる。

（18）転職を 3回以上している者が 233 人いるが，直

近 3回の職場において業種がすべて同じ者は 15 人

（6.4％），職種がすべて同じ者は 81 人（34.8％）

である。

（19）就職時期について本稿では訓練終了後 1 ヶ月以

内を「早期就職」，終了後 1 ヶ月以上に設定してい

る場合を「遅緩就職」とする。

（20）注 8参照。

（21）注 13 参照。

（22）木村三千世［2008］は，「就職する意欲がない人

も委託訓練を修了してしまえば受け得である。教

材費のみで職業訓練を受講し，状況によっては基

本手当まで受給できるのである。」とし雇用保険の

受給目的者が少なからずともいることを指摘して

いる。
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　　One public vocational training program for unemployed people is outsourced to private training 

facilities, in which case the employment rate is judged to be an indicator of the success or otherwise 

of the program. In this paper, a survey was conducted on 417 people who have participated in a public 

vocational training program that was outsourced by local authority "A" to a private training facility 

"Z". An analysis was conducted specifically with regard to the attributes of the vocational trainees, the 

positioning of theirvocational training, and their employment situation. Although it is thought that public 

vocational trainees have high homogeneity in the sense that they "undergo short-term vocational training 

to find employment", the trainees in this case were quite diverse and could be classified into four types.

Furthermore, it also became clear that there is a difference in the positioning of the vocational training 

that has a considerable influence on a trainee’s chance of employment. It is suggested that vocational 

training be carried out on the basis of the actual circumstances of the public vocational trainees, and that 

employment assistance should be provided through interactions with the trainees rather than through any 

one-way assistance.

《Summary》

Typificationand the Employment Rate amongPublic Vocational Trainees 
- PA consideration of the attributes of being a public vocational trainee for clerical workers and 

the difference in positioning with regard tovocational trainings -
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